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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリエチレンテレフタレートを主材質とする繊維の編布であり、目付けが５０～２００
ｇ／ｍ２であり且つ厚みが２００～１０００μｍである織布からなる支持体と、前記支持
体の一方の面に配置された粘着剤層とを備え、
　前記支持体が、前記粘着剤層が配置されていない他方の面に、凸部の面積比率が３～２
５％の凸金型を１５０～２００℃の加熱温度で熱プレスすることによって形成された凹部
を有し、
　前記支持体の前記凹部が形成されている部分の厚みが、前記支持体の前記凹部が形成さ
れていない部分の厚みの１／５～２／３であり、且つ、
　前記支持体の３０％モジュラスが経緯ともに４６０ｇ／５ｃｍ以下であること、
を特徴とする貼付剤。
【請求項２】
　前記凹部が、線幅が５ｍｍ以下の線状の凹部であることを特徴とする請求項１に記載の
貼付剤。
【請求項３】
　前記織布が両面メリヤス編からなることを特徴とする請求項１又は２に記載の貼付剤。
【請求項４】
　前記粘着剤層が熱可塑性ゴムを含有し、実質的に水分を含有せず、且つ、厚みが３０～
３００μｍであることを特徴とする請求項１～３のうちのいずれか一項に記載の貼付剤。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、貼付剤に関し、より詳しくは凹凸処理が施された支持体を備える貼付剤に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、薬剤は包装袋に品名、用法、用量等が記載されており、薬剤自体には何の表示
もなされないことが多く、余程特徴的な外観を有する薬剤以外は外観から薬剤を判別する
ことは困難である。また、薬剤の中には薬物用量が数種に分かれるものもあるが、薬剤の
外観から薬物用量を特定することも困難である。このような外観識別の困難性に起因して
薬剤の取り違えや誤った用量の薬剤が適用されると、患者に重大な危険をもたらすことと
なるため、その防止策が強く求められている。
【０００３】
　一方、近年においては、消炎鎮痛薬ばかりか、気管支拡張薬、心疾患治療薬、骨粗鬆症
治療薬、癌疼痛治療薬、局所麻酔薬等の種々の治療分野において貼付剤が使用されている
。このような貼付剤は適用中に薬剤を視認できることが特徴のひとつである。そのため、
貼付剤自体に薬剤の名称や用量等の識別情報や用法を表示することは薬剤の誤用防止策に
極めて有用である。
【０００４】
　このような貼付剤への識別情報等の表示する方法としては、例えば、トーアエイヨ－山
之内販売の商品名「フランドルテープＳ」に見られるように支持体であるフィルムにイン
キをプリントする方法や、帝國製薬社製の商品名「ライドダーム（Ｌｉｄｏｄｅｒｍ）」
に見られるように支持体である不織布に融着（エンボス）加工を施す方法が挙げられる。
【０００５】
　しかしながら、このようなインキをプリントする方法は、支持体素材がフィルムである
場合には有用であるものの、支持体素材が布帛である場合には以下のような問題があって
採用され難い。すなわち、支持体素材が布帛である場合には、（１）インキが布帛に滲み
易いという問題、（２）プリント形状を鮮明にするためにインキを厚く塗る必要があるた
めインキの濃度を濃くしなければならないが、インキ濃度が濃いとインキがかすれ易くな
るという問題、（３）インキ塗布量が多いと薬剤がインキによって汚染される可能性があ
るので、インキ成分自体の安全性に配慮する必要が生じるという問題、（４）薬剤成分の
影響によってインキが変質又は溶解して判読が難しくなるという問題、（５）印刷、乾燥
工程のために多大な作業コストを要するという問題等がある。そのため、支持体が不織布
のような布帛である場合には、貼付剤への識別情報等の表示する方法としてインキを使用
せずに融着加工を施すといったより簡易な方法が採用されてきた。そして、このような融
着加工を施す方法においては、不織布に融着加工を施して凹凸を形成させ、不織布の生地
そのままの凸部と、融着によって平坦化された凹部との光線の反射、散乱、透過の違いに
よって生じるコントラストによって商品名等の識別情報等を表示させていた。
【０００６】
　例えば、特開２００１－２３１８１２号公報（特許文献１）においては、支持体である
不織布に融着加工により文字を刻印した貼付剤が開示されている。このような特許文献１
に記載のような従来技術においては、ポリエステル繊維等の熱可塑性樹脂からなる不織布
を加熱したエンボスロールを通過させることによって文字を刻印していた。また、特開２
００１－５５６５４号公報（特許文献２）においては、潜在捲縮性繊維を主体とする繊維
ウエブを捲縮発現温度で熱処理手段により熱処理し、潜在捲縮性繊維が捲縮を発現した伸
縮性不織布に所定のパターンを形成するに当たり、少なくとも一方に所定のエンボスパタ
ーンを有する１対の対向ロールを前記熱処理手段に連続して設け、対向ロールの温度を熱
処理手段の捲縮発現温度よりも低くする方法が開示されている。更に、特開２００２－２
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３５２６９号公報（特許文献３）においては、凹部であることによって認識できる文字、
図形、模様、記号、絵、或いはこれらの組み合わせからなる長尺状の識別凹部単位の中心
軸と一致する直線が、不織布のたて方向に平行な直線とよこ方向に平行な直線のいずれの
直線とも交わるように配向した識別凹部単位が複数個配置しており、しかも不織布のたて
方向又はよこ方向の５０％モジュラス強度が４Ｎ／５０ｍｍ幅以下である伸縮性不織布が
開示されている。また、特開２００５－１８７９５４号公報（特許文献４）においては、
融着加工が施された伸縮性不織布であって、少なくとも溶融開始温度の異なる捲縮性複合
繊維が交絡してなると共に、エンボス凹部の繊維交絡部が融着していない伸縮性不織布が
開示されている。
【０００７】
　しかしながら、このような特許文献１～４に記載の従来技術は、凹凸処理が施される布
帛がいずれも不織布に関するものである。また、特許文献１～２に記載の従来技術におい
ては、布帛全体としての伸長性が低いという問題があった。更に、不織布は元々伸長回復
性が低いことから、上記特許文献１～２に記載のような融着加工を施した貼付剤等は、伸
び、縮みといった特性が十分なものではなかった。また、特許文献３～４に記載の不織布
においては、貼付剤の支持体として使用するにはやはり伸縮性の点では十分なものではな
かった。
【０００８】
　なお、編布の加工方法等としては、特開平６－１５８５２７号公報（特許文献５）に記
載されているような、対向押圧面の一方を、彫りの深さが３ｍｍ以上の金型とし、押圧面
の他方を、３ｍｍ以上の厚さを有するシリコーンゴム製のスポンジ板として、化学合成繊
維を少なくとも５０％以上有する被加工布帛を両面から挟み込んで、両面から加熱すると
共に、一定時間押圧するニット製布帛用エンボス加工方法や、特開昭６２－１９９８５５
号公報（特許文献６）においては、少なくとも編地の片面が熱可塑性合成繊維を主体とす
る合成繊維糸よりなり、且つ、その編地面に、溶融硬化している凹状の模様部が形成され
ている両面編地が開示されている。しかしながら、このような特許文献５～６においては
、いずれの編布も凹部の繊維が熱融着されたものとなっており、更に、得られる編布を貼
付剤に利用する旨は記載も示唆もされていない。
【特許文献１】特開２００１－２３１８１２号公報
【特許文献２】特開２００１－５５６５４号公報
【特許文献３】特開２００２－２３５２６９号公報
【特許文献４】特開２００５－１８７９５４号公報
【特許文献５】特開平６－１５８５２７号公報
【特許文献６】特開昭６２－１９９８５５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、上記従来技術の有する課題に鑑みてなされたものであり、凹部が形成された
支持体を備える貼付剤であって、凹部により形成された図柄が十分な視認性を有しながら
、十分な伸縮性を発揮できるとともに優れた投錨性と十分な粘着性とを発揮することが可
能な貼付剤を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、上記目的を達成すべく鋭意研究を重ねた結果、織布を支持体とした貼付
剤は、伸縮性に極めて優れ、皮膚の伸縮に良く追従できるため、皮膚伸縮の大きい関節周
辺部位等にも適用することが可能であることから、先ず、支持体に織布を用いることを検
討した。しかしながら、製剤の識別等のために織布に融着（エンボス）加工を施した場合
には、融着加工を施した箇所の繊維が固定化されて全体の伸縮に寄与しなくなってしまい
、全体として織布の伸縮性が低下してしまうとともに皮膚の伸縮動作に対する製剤の追従
性が低下して製剤が剥がれ易くなってしまうことを見出した。また、本発明者らは、製剤
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の識別等のために織布に融着加工を施した場合には、融着加工により形成された凹部（融
着部）が凸部と比較して粘着剤の投錨性が低く、凹部に沿って投錨破壊が起きて貼付剤を
剥離したときに粘着剤の一部が皮膚に残留してしまう傾向にあるということを見出した。
そして、支持体が凹凸図柄を有している場合には、その貼付剤を引き剥がす際に、支持体
の凹部の形成されている部分と形成されていない部分とで面方向のモジュラスが異なるた
め、支持体が不均一な伸長するのに対して、粘着剤層の面方向のモジュラスは一定で粘着
剤層が均一に伸長することから、支持体と粘着層との間で応力の伝わりにばらつきが生じ
、これが投錨破壊の原因となっているということを見出した。
【００１１】
　そこで、本発明者らは、前記目的を達成すべく、更に鋭意研究を重ねた結果、熱プレス
によって形成された凹部の厚みを特定の厚みに調整することによって、凹部により形成さ
れた図柄が十分な視認性を有しながら、十分な伸縮性を発揮できるとともに優れた投錨性
と十分な粘着性とを発揮することが可能な貼付剤が得られることを見出し、本発明を完成
するに至った。
【００１２】
　すなわち、本発明の貼付剤は、ポリエチレンテレフタレートを主材質とする繊維の編布
であり、目付けが５０～２００ｇ／ｍ２であり且つ厚みが２００～１０００μｍである織
布からなる支持体と、前記支持体の一方の面に配置された粘着剤層とを備え、
　前記支持体が、前記粘着剤層が配置されていない他方の面に、凸部の面積比率が３～２
５％の凸金型を１５０～２００℃の加熱温度で熱プレスすることによって形成された凹部
を有し、
　前記支持体の前記凹部が形成されている部分の厚みが、前記支持体の前記凹部が形成さ
れていない部分の厚みの１／５～２／３であり、且つ、
　前記支持体の３０％モジュラスが経緯ともに４６０ｇ／５ｃｍ以下であること、
を特徴とするものである。
 
【００１４】
　上記本発明の貼付剤としては、前記凹部が、線幅が５ｍｍ以下の線状の凹部であること
が好ましい。
【００１７】
　また、上記本発明の貼付剤としては、前記織布が両面メリヤス編からなることが好まし
い。
【００１８】
　また、上記本発明にかかる粘着剤層としては、熱可塑性ゴムを含有し、実質的に水分を
含有せず、且つ、厚みが３０～３００μｍであることが好ましい。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、凹部が形成された支持体を備える貼付剤であって、凹部により形成さ
れた図柄が十分な視認性を有しながら、十分な伸縮性を発揮できるとともに優れた投錨性
と十分な粘着性とを発揮することが可能な貼付剤を提供することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　以下、本発明をその好適な実施形態に即して詳細に説明する。
【００２１】
　本発明の貼付剤は、厚みが２００～１０００μｍの織布からなる支持体と、前記支持体
の一方の面に配置された粘着剤層とを備え、前記支持体が、前記粘着剤が配置されていな
い他方の面に熱プレスによって形成された凹部を有し、且つ、前記支持体の前記凹部が形
成されている部分の厚みが、前記支持体の前記凹部が形成されていない部分の厚みの1／
５～２／３であることを特徴とするものである。
【００２２】
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　本発明にかかる支持体は、厚みが２００～１０００μｍ（好ましくは４００～８００μ
ｍ）の織布からなるものである。このような厚みが２００μｍ未満では粘着剤層が染み出
し、貼付時に衣服等に付着したり、製剤にコシが無くなって貼付時に粘着剤層同士がくっ
付き貼付し難くなる。他方、前記厚みが１０００μｍを超えると伸縮性が低下する。また
、本発明の貼付剤において、前記支持体は粘着剤層を物理的に支持し、外的な環境から粘
着剤層及び適用患者の身体を被覆する。そのため、このような支持体としては、製剤を手
で扱ったり、皮膚に貼ったりするために物理的な支持機能と皮膚に追従する伸縮性とを有
する必要がある。このような観点から、前記支持体としては、皮膚から製剤を剥離すると
きに破れることがなく、更には粘着剤層中の成分が浸透して変質しないものが用いられる
。
【００２３】
　また、本発明にかかる支持体は、前記粘着剤を配置しない側の一方の面に熱プレスによ
って凹部が形成されている。このような凹部によって、本発明にかかる支持体の一方の面
に凹凸図柄が形成され、これによって薬剤の識別情報等を表示することが可能となってい
る。このような凹凸図柄によって表示する情報としては特に制限されないが、例えば、薬
剤の名称、用量、用法、注意書き、販売元のような事業者名称、商品型式を意味する文字
、記号、図形を挙げることができる。
【００２４】
　このような支持体の前記凹部が形成されている部分の厚みは、前記支持体の前記凹部が
形成されていない部分の厚みの1／５～２／３（より好ましくは1／５～１／２）である。
前記凹部が形成されている部分の厚みが、前記支持体の前記凹部が形成されていない部分
の厚みの1／５未満では得られる貼付剤の投錨性が低下するとともに伸縮性が低下してし
まい、他方、前記支持体の前記凹部が形成されていない部分の厚みの２／３を超えると、
十分な視認性が得られないばかりか、形成された凹部が製造時の弱い張力の負荷により部
分的に元に戻るという現象が発生して視認性がより低下してしまう。
【００２５】
　また、本発明にかかる支持体としては、凹部を形成する織布において、繊維が相互に熱
融着している部分の比率が３０質量％以下であるものが好ましく、１５質量％以下である
ものがより好ましく、繊維が相互に熱融着されていないものが特に好ましい。このように
凹部を形成する織布において、繊維が相互に熱融着している部分の比率を３０質量％以下
とすることによって、より効率的に織布の伸長性の低下を防止することができる傾向にあ
る。
【００２６】
　また、前記支持体中において前記凹部が占める面積の割合としては、前記支持体の凹部
を有する面の全面積の３～２５％であることが好ましく、１０～２０％であることがより
好ましい。前記凹部の占める面積の割合が前記下限未満では、視認性が低下する傾向にあ
り、他方前記上限を超えると得られる貼付剤の伸縮性が低下する傾向にある。
【００２７】
　さらに、前記凹部が線状の凹部である場合には、前記凹部の線幅が５ｍｍ以下であるこ
とが好ましく、２～４ｍｍであることがより好ましい。前記線幅が前記下限未満では、視
認性が低下する傾向にあり、他方、前記上限を超えると得られる貼付剤の伸縮性が低下す
る傾向にある。
【００２８】
　また、本発明にかかる支持体の３０％モジュラスは、皮膚に対して十分な追従性を有す
る十分な伸縮性を確保するという観点から、経緯ともに２ｋｇ／５ｃｍ以下であることが
好ましく、０．２～１．０ｋｇ／５ｃｍであることがより好ましい。本発明における３０
％モジュラスの値は、支持体の所定方向について採取した幅５０ｍｍ、長さ２００ｍｍの
検体をインストロン型引張試験機に装着し、速度２００ｍｍ／ｍｉｎにて伸長した際の３
０％歪時の張力（N）を測定して得られる値をいう。
【００２９】
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　本発明にかかる支持体の材料として用いられる織布は、例えば、緯メリヤス編、経メリ
ヤス編の編布の他、経糸と緯糸を編成した織物、レースを包含する。このような織布とし
ては、支持体として用いた場合に投錨性をより向上させるという観点から、一方の面がパ
イルのない平滑な編成となっているものが好ましい。
【００３０】
　また、このような緯メリヤス編としては、天竺編、ゴム編、パール編（ガータ編）等が
挙げられる。このような天竺編の編布は鹿の子編、裏毛編等の変化組織を有するものであ
り、このような変化組織によって表裏の目の違いがはっきりしている。そのため、前記支
持体として天竺編の編布を用いる場合には投錨性をより向上させるという観点から、平滑
で密な面に粘着剤を配置させることが好ましい。
【００３１】
　また、前記ゴム編（リブ編）は、丸編機で編まれる場合にはフライス編とも呼ばれる。
このようなゴム編の編布は、コース方向に表目と裏目が編まれるので、基本的に表裏はな
い。また、このようなゴム編の変化組織としては、片畦編、両畦編等が挙げられる。この
ようなゴム編の編布は、伸縮性に優れ、粘着剤層の投錨性が向上するという観点から好適
に用いることができる。また、このような編布の編成としては特に制限されないが、例え
ば、ポリエステル製マルチフィラメント糸を用いて、編地の密度をコース２０～５０／イ
ンチ、ウェル２０～５０／インチとする編成が挙げられる。また、このようなゴム編は丸
編であっても横編であってもよい。このようなゴム編の編布は横方向の伸縮性に優れたも
のとなる傾向にある。
【００３２】
　また、前記パール編はガータ編とも呼ばれる。このようなパール編の編布もコースごと
に表目と裏目が交互につくられるので基本的に表裏はない。このようなパール編の編布は
タテ方向の伸縮性に優れたものとなる傾向にある。
【００３３】
　また、前記経メリヤス編としては、一重編構造としてデンビ編、コード編、アトラス編
、くさり編等が挙げられ、二重以上の編構造としてハーフ編、逆ハーフ編、クインズコー
ド編、ダブルアトラス編等が挙げられる。このような経メリヤス編の編布としては特に制
限されないが、例えば、３０デニールのポリエステル糸をデンビ、トリコット編によって
編成された目付８０ｇ／ｍ２の編布が挙げられる。
【００３４】
　また、メリヤス編の編布は、複数段に編成することができる。このような複数段に編成
した編布は、段数を増すことによって編機が複雑となるものの、粘着剤の裏じみをより効
率的に防止することができるものとなる。また、このようなメリヤス編の編布としては、
両面メリヤス編からなる編布が好ましい。このような両面メリヤス編からなる編布は表裏
特性が均等なものとなり、製剤のめくれやカール等をより効率的に防止することが可能と
なる傾向にある。また、複数段の両面編成とすることによって、熱プレスにより形成され
た凹凸が安定して保持され、また凹凸模様の視認性も向上する傾向にある。
【００３５】
　前記編布の目付としては、５０～２００（より好ましくは８０～１８０）ｇ／ｍ２の範
囲が好ましい。前記目付が５０ｇ／ｍ２未満では、得られる貼付剤の自己支持性が不足す
るため貼付剤を貼付する際の操作が困難となるばかりか、粘着剤が裏じみしやすい傾向に
ある。また、前記目付が２００ｇ／ｍ２を超えると、裏じみを防止する観点からは好まし
いものの布帛の伸長性が低下する傾向にある。
【００３６】
　また、支持体の３０％モジュラスの値には、主として編布の編成方法と、目付けに影響
するコース、ウェルの編地の密度と、糸の太さ（デニール）と、凹部の熱プレスの際のプ
レス比率とが影響する。前記支持体の３０％モジュラスの値を経緯ともにより確実に２ｋ
ｇ／５ｃｍ以下とするという観点からは、編地の密度をコースが２０～５０／インチでウ
ェルが２０～５０／インチとすることが好ましい。
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【００３７】
　さらに、本発明の支持体に用いる編布としては、経緯方向の伸縮性を等しくした編布が
好ましい。このような編布は、編成方法によって経緯方向の伸縮性に違いを有することが
あるが、インレイ糸を挿入して編成することで経緯方向の伸縮性を調整できる。また、本
発明において支持体に用いられる編布は、その編成方法によってコース、ウェル各方向の
伸縮性が異なるものとなるため、前記両方向の３０％モジュラスが相対的に均等になるよ
うに編地の各密度を調整することが好ましい。また、前記支持体の両方向の３０％モジュ
ラスの値は、編布を製造する際の編布編成後のヒートセット工程においてオーバーフィー
ド率を増減することによっても調整することもできる。
【００３８】
　また、前記編布の繊維の主材質としては、例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポリ
ブチレンテレフタレート等のポリエステル、ナイロン、ポリアクリロニトリル、ポリプロ
ピレン等のポリオレフィン（例えばＨｅｌｌｙ　Ｈａｎｓｅｎ社製の商品名「Ｌｉｆａ」
）、ビニロン等のポリビニルアルコール等の熱可塑性樹脂の１種を単独で又は２種以上を
混合したものが挙げられる。このような編布の繊維の主材質としては、薬物をはじめとす
る粘着剤成分の保存安定性の観点からポリエステルが好ましい。また、前記編布には、前
記主材質の繊維にレーヨン等のセルロース繊維や、綿等を加えることもできる。また、前
述のインレイ糸としては、上記の材質のものを使用することが可能であり、更に、合成ポ
リウレタン、合成ゴム等の弾性の高い繊維を使用することも可能である。
【００３９】
　また、前記編布に編成される糸としては特に制限されないが、３０％モジュラスの値を
経緯ともにより確実に２Ｋｇ／５ｃｍ以下とするという観点から、３０～１５０デニール
の範囲の糸が好ましい。デニールとは、糸９０００ｍあたりのグラム（ｇ）であらわす重
量値である。このような糸の繊維が太いと編布が硬い触感となる。このような糸としては
、モノフィラメント糸であっても、複数のフィラメントから構成されるマルチフィラメン
ト糸であってもよいが中でもマルチフィラメント糸が好ましい。このようなマルチフィラ
メント糸を用いた場合には、官能的に心地よい肌触り、風合を与えるだけでなく、製剤を
貼付した状態での違和感が少なく、心理的なストレスが少ない傾向にある。また、編成す
る糸の太さに応じて、得られる編布の目付けが増す傾向にある。
【００４０】
　また、このような糸の捲縮度としては、１００～１３０％の範囲が好ましい。捲縮度が
１００％未満では、編布の伸縮性が低下する傾向にあり、他方、１３０％を超えると、編
成操作が困難となる傾向にある。なお、捲縮度は、ＪＩＳ　Ｌ１０１５に規定の通り、０
．１８ｍＮ／ｄｔｅｘの錘をつけた時の糸の長さを「１」として、４．４１ｍＮ／ｄｔｅ
ｘの錘をつけた時の伸長度合いを百分率で表したものである。
【００４１】
　また、本発明にかかる支持体の材料として用いられる織物としては特に限定されず、例
えば、平織り、綾織、朱子織等の基本組織が挙げられる。また、このような織物（布帛）
の伸縮性を高めるため、前記基本編成に変化組織を加えてもよい。
【００４２】
　次に、前記織布に凹部を形成させる熱プレスの好適な方法について説明する。このよう
な熱プレスの好適な方法としては、凸金型と平坦なアンビルとの間で織布を熱プレスする
方法を挙げることができる。すなわち、このような熱プレスの方法においては、加熱され
た凸金型が熱可塑性樹脂からなる織布に接することによって、織布の繊維が塑性変形を受
けて凹部が形成される。
【００４３】
　また、このような熱プレスに用いられる前記凸金型及び前記アンビルとしては、平形の
ものであってもロール形（シリンダー形）のものであってもよい。このような凸金型の中
でも、加工速度の観点から、加熱によって凸部の温度が保たれる仕組みを有するものが好
ましく、凸部の温度が保たれる仕組みを有する金属製のロール形のものがより好ましい。
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このような凸部の温度を保つ仕組みとしては特に制限されないが、例えば、平金型の金型
においてはシーズヒーターを備えたヒートブロックであっても、超音波振動によって発熱
を利用する仕組みであってもよく、ロール形の金型においては金型の内部に熱媒を循環さ
せる加熱仕組みであってもよい。
【００４４】
　また、このような金型の凸部には、彫刻等の機械加工やエッチング等によって所望の図
柄を形成させることができる。また、このような凸部の高さは、他の箇所（低部）よりも
１mm以上高くすることが好ましい。このような凸部の高さが１ｍｍ未満であると、前記低
部で織布に金型の熱が伝わってしまい、織布の伸縮性が低下する傾向にある。
【００４５】
　また、このような凸金型における凸部の面積比率、すなわち、有効な全金型面（凸部＋
底部）に対する凸部の面積の比率（以下プレス比率と言う）は、３～２５％であることが
好ましく、１０～２０％であることがより好ましい。前記プレス比率が２５％を超えると
、３０％モジュラスの値が大きくなり、織布の伸縮性が低下する傾向にあり、他方、３％
未満では、織布に形成される凹凸形状の視認性が低下する傾向にある。更に、凸部形成さ
れる図柄としては特に制限されないが、文字のような線状の図形を主体とすることが好ま
しく、線幅が５mmを超えないものであることがより好ましい。更に、特定の領域だけに凸
部が集中すると、その箇所の織布の伸縮性が低下する傾向にあることから、凸部は、金型
の全面になるべく均等に分布させることが好ましい。
【００４６】
　また、前記熱プレスの際の凸金型及びアンビルの加熱温度は凹部の繊維がフィルム状に
融着しないように調整することが好ましい。また熱プレスの際の凸金型及びアンビルの加
熱温度は、織布を光にかざした場合に凹部の方が凸部よりも光線が透過せずに暗く見える
ような程度の条件とすることが好ましい。
【００４７】
　また、このような凸金型の加熱温度は、加工する織布に使用された樹脂のガラス転移温
度よりも高い融点付近の温度とすることが好ましい。また、このような凸金型の加熱温度
は加工速度が速い程、織布によって凸金型が冷却され、また凸金型が織布を加熱する時間
が短くなる傾向にあるため、加工速度に応じて設定することが好ましい。
【００４８】
　さらに、このような凸金型の加熱温度としては、用いられる織布の材質等によっても異
なるものではあるが、織布の材質がポリエチレンテレフタレートの場合には、１５０～２
２０℃程度とすることが好ましく、１６０～２００℃程度とすることがより好ましい。前
記加熱温度が前記上限を超えると、加熱温度が高過ぎて織布の繊維が融解、融着して凹部
がフィルム状になってしまい、粘着剤の投錨性が低下する傾向にあり、他方、前記下限未
満では、凹部が弱く十分な視認性が得られないばかりか、形成された凹部が製造時の弱い
張力の負荷により部分的に元に戻る現象が発生して視認性がより低下してしまう傾向にあ
る。
【００４９】
　また、前記アンビルとしては、加工速度の点から金属製でロール形（シリンダー形）の
ものが好ましい。このようなアンビルとしては、熱プレスの際に織布を通して凸金型の熱
が伝わって徐々に温まってしまうことから、一定の温度に保たれる仕組み（例えば、熱媒
循環）を有するものが好ましい。
【００５０】
　なお、前記アンビルの金属表面にゴムライニングを施して軟質化することは好ましくな
い。このようなアンビルの金属表面にゴムライニングを施した場合には、加工した織布の
アンビルに接した側にも凹凸が生じて粘着剤層の投錨性が低下してしまい、凹部に穴が生
じ易くなって裏じみが生じ易くなる傾向にある。
【００５１】
　また、熱プレスの際における前記アンビルの温度としては、加工する織布に使用された
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樹脂のガラス転移温度を超えないことが好ましい。このような熱プレスの際における前記
アンビルの温度としては、用いられる織布の材質等によっても異なるものではあるが、織
布の材質がポリエチレンテレフタレートの場合には２０～１５０℃とすることが好ましく
、２０～８０℃とすることがより好ましい。前記アンビルの温度が前記上限を超えると、
織布のアンビル側に接した面に凹凸が生じ、粘着剤の投錨性が低下する傾向にあり、他方
、前記下限未満では、金型表面が冷め易くなるので、加工速度の遅速に依存して加工仕上
がりにムラが生じ、形成される凹部の均一性が低下する傾向にある。
【００５２】
　以下、凸金型、アンビルともにロール形のものを用いた場合の熱プレスの好適な方法に
ついて説明する。すなわち、先ず、金型の凸部とアンビルロールとが一定の狭い隙間を有
するように、加熱された凸金型とアンビルロールを対向させて平行に配置する。次に、凸
金型及びアンビルロールを回転させつつ前記隙間に織布を通す。これにより、織布の凸金
型に接した箇所は熱によって塑性変形を受け、前記隙間を通った織布の金型に接した側の
表面には、金型の円周面の図形に符合した凹凸図柄が周期的に形成される。このようにし
て織布の金型に接した側の面には凹凸図柄が形成され、アンビルに接した側の面は比較的
平坦なものとなる。
【００５３】
　このようにして得られた織布は、貼付剤の支持体として使用する場合にアンビルに接し
た側の平坦な面に粘着剤層を配置するようにする。アンビルに接した平坦な面の方が投錨
性に優れるためである。また、前記の凸金型ロールとアンビルロールの隙間は、１５～１
００μmの範囲が好ましい。前記隙間が１５μm未満では、織布に形成された凹部に穴を生
じて粘着剤の裏じみの原因となる傾向にあり、他方、１００μｍを超えると、凹部が弱く
十分な視認性が得られないばかりか、形成された凹部が製造時の弱い張力の負荷により部
分的に元に戻る現象が発生して視認性がより低下してしまう傾向にある。
【００５４】
　また、本発明においては、前記織布を編成した後に前記織布に対して染色等の後加工を
施してもよい。このような染色等の後加工を行う場合には、例えば、丸編布をまず開反し
、最初に型くずれ（布帛の変形）を防止するためのヒートセットを施した後に、染色、紫
外線吸収加工等の処理を行い、その後に、前述の熱プレスを行ってもよく、また、先に前
述の熱プレスによる凹部の形成加工を施した後に染色加工を行ってもよい。先に熱プレス
による凹部の形成加工を施した後に染色加工を行う場合には、凹部と凸部とで染め上がり
が異なり、凹凸図柄のみでなく色の濃淡によっても図柄を形成させることが可能となる。
ただし、このような場合には染色処理温度の影響によって、凹凸が若干減弱する傾向にあ
る。
【００５５】
　次に、本発明にかかる粘着剤層について説明する。
【００５６】
　本発明にかかる粘着剤層には、目的とする疾病治療又は予防のため、薬物を含有させる
ことができる。このような薬物としては特に限定されないが、例えば、麻酔薬、鎮痛薬、
解熱消炎鎮痛薬、ステロイドホルモン、興奮・覚醒薬、精神神経用薬、局所麻酔薬、骨格
筋弛緩薬、自立自律神経用薬、抗アレルギー薬、抗ヒスタミン薬、強心薬、不整脈用薬、
利尿薬、血圧降下薬、血管収縮薬、血管拡張薬、カルシウム拮抗薬、抗殺菌薬、寄生性皮
膚疾患用薬、皮膚軟化薬、抗生物質、解毒薬、鎮咳きょ痰薬、鎮痒薬、催眠薬、喘息薬、
ホルモン分泌促進薬、抗潰瘍薬、制癌薬、ビタミン類、コリン作動薬、アセチルコリンエ
ステラーゼ阻害薬、卵胞ホルモン、黄体ホルモン、抗真菌薬、抗パーキンソン病薬、制吐
薬、向精神薬、非ステロイド消炎鎮痛薬が挙げられる。また、このような薬物の配合量は
特に限定されず、治療、予防の目的に応じて適宜配合させればよく、例えば、粘着剤層全
体に対して１～３０質量％の範囲の配合量とすることが挙げられる。
【００５７】
　また、本発明にかかる粘着剤層のマトリクスとしては特に限定されず、天然ゴム、合成
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ゴム、（メタ）アクリル酸エステル重合体又は共重合体等を粘着基剤とする感圧接着剤や
、ハイドロゲル等を使用することができる。
【００５８】
　前記感圧接着剤とは、前述のような粘着基剤に適宜他の成分を混合したものである。前
記感圧性接着剤において、前記粘着基剤として使用される合成ゴムとしては、スチレン－
イソプレン－スチレンブロック共重合体、水素添加したスチレン－イソプレン－スチレン
ブロック共重合体、スチレン－ブタジエン－スチレンブロック共重合体、スチレン－ブタ
ジエンゴム、ポリイソプレン、ポリイソブチレン、エチレン－酢酸ビニル共重合体等が挙
げられる。
【００５９】
　また、このような粘着基剤には、スチレン－イソプレン－スチレンブロック共重合体の
ような熱可塑性ゴムを１０～３０質量％含有させることが好ましい。このように熱可塑性
ゴムを１０～３０％含有させることで、熱可塑性ゴムの流動特性が温度によって劇的に変
化することから、粘着剤層を層状に製膜した後に支持体を積層（ラミネート）する際に、
ラミネートに使用するロールの温度によって粘着剤層の投錨性を調整することが可能とな
るためである。
【００６０】
　また、前記粘着基剤には、ポリイソブチレン、ポリイソプレンのような室温で可塑性を
有するゴムを２～２０％含有させることが好ましい。このような室温で可塑性を有するゴ
ムは、前記粘着剤層を支持体に積層する際の投錨性にも寄与するが、製剤を製造後、保存
中に投錨性を良くする作用がある。このような合成ゴムの配合量としては全体として、粘
着剤層全体に対して１５～６０質量%の範囲が好ましい。
【００６１】
　前記感圧接着剤に含有させる前記他の成分としては、例えば、粘着付与樹脂、軟化剤、
充填剤、溶解剤、吸収促進剤、安定化剤が挙げられる。前記粘着付与樹脂は、粘着剤層の
皮膚に対する粘着性を高めるために配合される。また、前記粘着付与樹脂は特に制限され
ず、用いられる粘着基剤に応じて周知の粘着付与樹脂の中から適宜選択することができる
。このような粘着付与樹脂としては、例えば、脂環族飽和炭化水索樹脂、水素添加ロジン
グリセリンエステル、脂肪族炭化水素樹脂、テルペン樹脂が挙げられる。また、このよう
な粘着付与樹脂は、粘着剤層全体に対して５～５０質量％の範囲で配合することが好まし
い。このような粘着付与樹脂の配合量が増すと、粘着剤層の支持体に対する接着力が向上
し、投錨性も向上する傾向にある。
【００６２】
　前記軟化剤は、前記粘着剤層を軟化させ、皮膚に対し適度な粘着性を付与するために配
合される。このような軟化剤としては、例えば、流動パラフィン、液状ポリブテン、液状
ポリイソプレン、ヒマシ油、綿実油、パーム油、ヤシ油が挙げられる。このような軟化剤
の配合量としては、粘着剤層全体に対して１０～５０質量％の範囲とすることが好ましい
。粘着剤層の投錨破壊の原因としては、貼付剤を剥離する際に支持体が伸長することが挙
げられる。すなわち、支持体が凹凸図柄を有している場合には支持体の面方向のモジュラ
スがその場所によって異なるため、引き剥がしの際に支持体に不均一な伸長が生じるが、
粘着剤層の面方向のモジュラスは一定であることから、応力の伝わりにばらつきが生じ、
特に支持体の凹凸の境界部が投錨破壊の端緒となり易い。このような場合に、軟化剤を配
合することによって、粘着剤層が柔軟になるため、支持体への応力の伝わりのばらつきが
緩和されて投錨性がより向上する傾向にある。
【００６３】
　また、前記吸収促進剤は、薬物の吸収性を高めるために配合される。このような吸収促
進剤は特に制限されず、薬物の投与形態に応じて周知の吸収促進剤の中から適宜選択して
用いることができる。このような吸収促進剤としては、低級アルコール類、飽和又は不飽
和の脂肪族アルコール類、飽和又は不飽和の脂肪族エーテル類、飽和又は不飽和の脂肪酸
、ソルビタン脂肪酸エステル、脂肪酸グリセリンエステル類、テルペン類、オリブ油等の



(11) JP 5129925 B2 2013.1.30

10

20

30

40

50

植物油脂、スクワレン等の動物油脂、N-メチルピロリドン、クロタミトン、アザシクロア
ルカン誘導体が挙げられる。
【００６４】
　前記安定化剤としては、前記マトリクス又は薬物の安定性を高めるために配合される。
このような安定化剤は特に制限されず、例えば、周知の抗酸化剤、紫外線吸収剤の中から
適宜選択して用いることができる。このような安定化剤としては、例えば、アスコルビン
酸誘導体、トコフェロール誘導体、ジブチルヒドロキシトルエン、エデト酸塩、４－ｔｅ
ｒｔ－ブチル－４’－メトキシジベンゾイルメタンが挙げられる。
【００６５】
　前記感圧性接着剤の粘着基剤として使用される（メタ）アクリル酸エステル重合体又は
共重合体としては、例えば、アクリル酸アルキルエステル又はメタクリル酸アルキルエス
テルを主モノマーとする自己粘着性を有する高分子が挙げられ、このような主モノマーの
アルキル基としては炭素数４～１８のものが好ましい。このような主モノマーとしては、
例えば、２－エチルヘキシルアクリレート、２－エチルヘキシルメタアクリレート、ブチ
ルアクリレート、アクリル酸イソオクチル、アクリル酸イソノニル、アクリル酸ｎ－デシ
ル、アクリル酸イソデシル、アクリル酸ラウリル、アクリル酸ステアリルが挙げられる。
また、このような主モノマーの配合比率は、５０～１００質量％の範囲であることが好ま
しい。

　また、前記主モノマーと共重合させる共重合モノマーとしては、例えば、メチルアクリ
レート、ヒドロキシエチルアクリレート、ヒドロキシプロピルアクリレート、ヒドロキシ
ブチルアクリレート、ジエチルアミノエチルメタクリレート、イソプロピルアクリルアミ
ド等の（メタ）アクリル酸エステル類、（メタ）アクリル酸アミド類の他、アクリル酸、
ビニルピロリドン、酢酸ビニル等を共重合したものが挙げられる。このような共重合モノ
マーの配合比率としては、０～５０質量%の範囲であることが好ましい。
【００６６】
　さらに、このような（メタ）アクリル酸エステル共重合体としては、例えば、医薬品添
加物事典２０００（日本医薬品添加剤協会編集）に粘着剤として収載されているアクリル
酸・アクリル酸オクチルエステル共重合体、アクリル酸２－エチルヘキシル・ビニルピロ
リドン共重合体溶液、アクリル酸エステル－酢酸ビニルコポリマー、アクリル酸２－エチ
ルヘキシル－メタクリル酸２－エチルヘキシル・メタクリル酸ドデシル共重合体、アクリ
ル酸メチル－アクリル酸２－エチルヘキシル共重合樹脂エマルジョンや、Ｄｕｒｏ－Ｔａ
ｋアクリル粘着剤シリーズ（ナショナルスターチアンドケミカル社製）、オイドラギット
シリーズ（樋口商会）が挙げられる。
【００６７】
　また、前記したハイドロゲルは特に限定されないが、水、水溶性高分子、添加成分を混
合してゲル化させたものである。前記水溶性高分子としては、例えば、アルギン酸ナトリ
ウム、アラビアガム、ゼラチン、プルラン、ペクチン、ポリビニルピロリドン、ポリビニ
ルアルコール、メチルセルロース、エチルセルロース、カルボキシメチルセルロース（塩
）、ヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース、ポリアクリル酸（塩
）、アクリル酸共重合体、無水マレイン酸共重合体、メチルビニルエーテル、ポリアクリ
ルアミド共重合体、ポリビニルアセトアミド共重合体が挙げられ、これらの１種又は２種
以上を適宜選択して使用することができる。このような水溶性高分子の配合量は、ハイド
ロゲル全体に対して５～３０質量％の範囲とすることが好ましい。
【００６８】
　また、前記添加成分としては、架橋剤、湿潤剤、溶解剤、吸収促進剤、界面活性剤、充
填剤、ｐＨ調整剤、防腐剤等が挙げられる。このような添加成分は１種又は２種以上を適
宜用いることができる。
【００６９】
　前記架橋剤としては、例えば、塩化カルシウム、塩化マグネシウム、塩化アルミニウム
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、硫酸アルミニウム、硫酸マグネシウム、水酸化カルシウム、水酸化第二鉄、水酸化アル
ミニウム、リン酸カルシウム、ステアリン酸アルミニウム、ステアリン酸マグネシウム、
クエン酸カルシウム、アルミニウムグリシナール等の多価金属、あるいはポリエチレング
リコールジグリシジルエーテル、エチレングリコールジグリシジルエーテル、グリセリン
ジグリシジルエーテル、トリグリセリンジグリシジルエーテルが挙げられる。このような
架橋剤の配合量としては、ハイドロゲル全体に対して０．１～３質量％の範囲とすること
が好ましい。
【００７０】
　前記ハイドロゲルに配合される水は、ハイドロゲル全体に対して３０～８５質量％の範
囲とすることが好ましい。
【００７１】
　前記した湿潤剤としては、例えば、プロピレングリコール、ブチレングリコール、グリ
セリン、ポリエチレングリコール、ポリグリセリン、のような多価アルコール、ソルビト
ール、キシリトール、マルチトール、エリスリトールのような糖アルコール類、ヒアルロ
ン酸が挙げられる。
【００７２】
　また、本発明にかかる粘着剤層においては、前記熱可塑性ゴムを含有させる場合に、実
質的に水分を含有しないこと（保管時（患部に貼付していないとき）には粘着剤層全体に
対して水分の含有量が１質量％以下程度）が好ましい。実質的に水分を含有しないことに
よって、結晶化を十分に防止できる傾向にある。
【００７３】
　また、本発明にかかる粘着剤層の厚みとしては、３０～３００μｍであることが好まし
く、５０～２７０μｍであることがより好ましい。前記粘着剤層の厚みが前記下限未満で
は、付着性が弱く、貼付時に剥がれ落ち易くなる傾向にあり、他方、前記上限を超えると
、粘着剤の切断面からのはみ出しが大きくなり貼付時に衣服等に付着し剥がれ落ち易くな
る傾向にある。
【００７４】
　本発明の貼付剤は、前記支持体の凹部が形成されていない側の面に前記粘着剤層を備え
るものである。このような本発明の貼付剤によって、凹部が形成された支持体を備える貼
付剤であるにもかかわらず、凹部により形成された図柄が十分な視認性を有しながら、
十分な伸縮性を発揮でき、しかも十分な粘着性と優れた投錨性とを発揮することが可能と
なる。
【００７５】
　また、本発明の貼付剤には、保存中の保護のために粘着剤に離型ライナーを被覆積層す
ることができる。離型ライナーは、貼付剤を使用する際には剥離される。離型ライナーは
、フィルム、紙状のもの、あるいはこれらを積層したもの等、特に限定されないが、フィ
ルムが最も好ましい。離型ライナーの材質としては、例えば、ポリエチレンテレフタレー
ト、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレートのようなポリエステル、ポ
リエチレン、ポリプロピレンのようなポリオレフィン、ナイロン、アルミニウムのような
金属箔等が挙げられ、製剤物性の経時安定性の点でポリエステルが最も好ましい。離型ラ
イナーは、剥離を容易にするために、シリコン処理等の離型処理を表面に施すことが好ま
しい。
【００７６】
　次に、本発明の貼付剤を製造するための好適な方法を簡略的に説明する。すなわち、先
ず、粘着剤層の構成成分の上述のような配合比率で配合し、均一に混合して溶解物とする
。次に、上述のようにして熱プレスして得られた本発明にかかる支持体の上に、得られた
溶解物を展延して粘着剤層を形成する。このようにして本発明の貼付剤を製造することが
できる。なお、得られた貼付剤には、剥離処理された離型ライナーで粘着剤層の粘着面を
被覆してもよい。
【００７７】
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　以上、本発明の貼付剤を製造するための好適な方法を簡略的に説明したが、本発明の貼
付剤を製造する方法は上記方法に限定されるものではない。例えば、前記製造方法におい
ては、支持体の上に溶解物を展延して粘着剤層を形成しているが、離型ライナー上に溶解
物を展延して粘着剤層を形成させ、その後に本発明にかかる支持体を積層させてもよい。
【実施例】
【００７８】
　以下、実施例及び比較例に基づいて本発明をより具体的に説明するが、本発明は以下の
実施例に限定されるものではない。
【００７９】
　（製造例１：支持体の製造）
　＜編布の製造＞
　１０％捲縮処理した５０デニールのポリエステルマルチフィラメント加工糸（フィラメ
ントカウント５０）を、コースが約６０／インチでウェールが４１／インチの編地密度で
、目付が約１００ｇ／ｍ２の両面ゴム編に編成して、厚みが５００μｍの編布を得た。
【００８０】
　＜凹部が形成された支持体の製造＞
　メーカー名として「ＨＩＳＡＭＩＴＳＵ」という文字（線幅４ｍｍ）を彫刻したプレス
比率８％の凸金型ロール（加熱温度１９０℃）とアンビルロール（温度７０℃）とを隙間
が４０μｍとなるようにして対向させて平行に配置した。その後、上述のようにして得ら
れた編布を前記隙間に速度３ｍ／ｍｉｎ、張力０ｇ／ｃｍ（ウェブの自重以外特に張力を
加えない懸垂状態）の条件で通して、一方の面に凹部が形成された本発明にかかる支持体
を得た。このようにして得られた支持体においては、凹部の形成された部分の厚みが１６
６μｍであった。
【００８１】
　（製造例２：支持体の製造）
　凸金型ロールの加熱温度２２０℃とした以外は、製造例１と同様にして一方の面に凹部
が形成された比較としての支持体を得た。このようにして得られた支持体においては、凹
部の形成された部分の厚みは１００μｍであった。
【００８２】
　［製造例１及び製造例２で得られた支持体の評価］
　〔顕微鏡観察〕
　製造例１で得られた支持体について、電子顕微鏡写真を撮影した。製造例１で得られた
支持体の電子顕微鏡写真を図１～４に示す。図１は前記支持体の凸金型ロールに接した側
の面の電子顕微鏡写真であり、図２は前記支持体のアンビルロールに接した側の面の電子
顕微鏡写真であり、図３は前記支持体の断面の電子顕微鏡写真であり、図４は支持体の凸
金型ロールに接した側の面の凹部（白っぽい部分）周辺の電子顕微鏡写真である。
【００８３】
　図１～４に示す写真からも明らかなように、支持体の一方の面に形成された凹部（図１
及び図４の白っぽい部分）は、フィラメントが熱によって扁平化して表面の繊維組織が蜜
に詰まったものとなっており、金型に接しなかった部分は通常の編成を有していることが
確認された。更に、前記支持体のアンビルに接した側の面は、凸金型に挟まれた箇所が若
干白っぽくなっていることが確認された（図２）。このような結果は、アンビルに接した
側の面においても多少フィラメントが扁平化しているためであると推察される。
【００８４】
　〔３０％モジュラス試験〕
　先ず、製造例１及び製造例２で得られた支持体から、幅５０ｍｍ、長さ２００ｍｍの検
体をそれぞれ製造した。次に、このようにして得られた検体をインストロン型引張試験機
に装着し、速度２００ｍｍ／ｍｉｎにて伸長させて３０％歪時の張力（N）を測定した。
得られた結果を表１に示す。なお、表中の数値の単位はｇ／５ｃｍである。
【００８５】
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【００８６】
　（実施例１及び実施例２）
　製造例１で得られた支持体を用い、粘着剤層を表２に示す組成として実施例１及び実施
例２の貼付剤を調製した。すなわち、先ず、窒素雰囲気下で、表２中のケトプロフェンを
除く成分を混合し、１５０℃の温度条件下で攪拌して混合物を得た。次に、ケトプロフェ
ンを前記混合物中に添加し、加熱攪拌して均一な溶解物を得た。次いで、得られた溶解物
をポリエステルライナー上に厚み１００μｍとなるようにして展延させて、ポリエステル
ライナー上に粘着剤層を形成せしめた後、その粘着剤層の表面上に製造例１で得られた本
発明にかかる支持体を積層させ、縦７cm、横１０cmに裁断して本発明の貼付剤を得た。な
お、表２中の数値の単位は質量％である。
【００８７】
【表２】

 
【００８８】
　（比較例１及び比較例２）
　製造例２で得られた支持体を用い、粘着剤層を表３に示す組成とした以外は実施例１と
同様にして比較としての貼付剤を製造した。なお、表３中の数値の単位は質量％である。
【００８９】
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【表３】

【００９０】
　［実施例１～２及び比較例１～２で得られた貼付剤の評価］
　〔粘着性の試験〕
　実施例１～２及び比較例１～２で得られた貼付剤について、１８０度剥離試験を行った
。すなわち、先ず、実施例１～２及び比較例１～２で得られた貼付剤から、それぞれ縦１
．８ｃｍ、横１４ｃｍの検体を製造した。次に、得られた検体をベークライト板に貼り付
けて３０分静置した後、これをインストロン型引張試験機に装着して速度３００ｍｍ／ｍ
ｉｎで１８０度引き剥がし、引き剥がしに要する力（N）を測定した。結果を表４に示す
。
【００９１】
　〔投錨性の試験〕
　実施例１～２及び比較例１～２で得られた貼付剤について、投錨性の試験を行った。す
なわち、先ず、実施例１～２及び比較例１～２で得られた貼付剤から、縦１．８ｃｍ、横
１４ｃｍの検体を、それぞれ１０体製造した。次に、得られた１０体の検体を用いて、上
記１８０度剥離試験と同様の剥離試験を繰り返し行い、それぞれの検体の投錨破壊が観察
されるまでの剥離試験の回数を測定し、その平均回数を求めた。結果を表４に示す。
【００９２】

【表４】

【００９３】
　表４に示す結果からも明らかなように、本発明の貼付剤（実施例１～２で得られた貼付



(16) JP 5129925 B2 2013.1.30

10

20

剤）は、粘着性が高く、しかも優れた投錨性を有することが確認された。なお、このよう
に優れた投錨性が発揮されたのは、本発明の貼付剤においては、支持体に凹部が形成され
ているにも拘らず、支持体がほぼ均一に伸縮するという特性を有していることから、引き
剥がしの際に貼付剤との間で応力のばらつきが生じなかったためであると推察される。
【００９４】
　これに対して比較としての貼付剤（比較例１～２で得られた貼付剤）は、粘着性が低く
、投錨破壊が起きやすいことが確認された。
【産業上の利用可能性】
【００９５】
　以上説明したように、本発明によれば、凹部が形成された支持体を備える貼付剤であっ
て、凹部により形成された図柄が十分な視認性を有しながら、十分な伸縮性を発揮でき、
しかも十分な粘着性と優れた投錨性とを発揮することが可能な貼付剤を提供することが可
能となる。
【００９６】
　したがって、本発明の貼付剤は、薬剤の誤用防止用の識別情報等を表示した経皮吸収製
剤等として有用である。
【図面の簡単な説明】
【００９７】
【図１】製造例１で得られた支持体の凸金型ロールに接した側の面の状態を示す電子顕微
鏡写真である。
【図２】製造例１で得られた支持体のアンビルロールに接した側の面の状態を示す電子顕
微鏡写真である。
【図３】製造例１で得られた支持体の断面の状態を示す電子顕微鏡写真である。
【図４】製造例１で得られた支持体の凸金型ロールに接した側の面の凹部（白っぽい部分
）周辺の状態を示す電子顕微鏡写真である。
【図１】
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【図３】
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